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みなすこととされているが（所税 25 条 1 項），配当とみなす額を決定する際
に法人の資本の部の計数を参照する仕組みはシャウプ税制で初めて登場した
ものである(2)。また，②についても，所得税法における配当の原則的な取扱
いは，その収入をそのまま配当所得として把握した後に（所税 24 条 2 項），











(2) 所得税法 5条 1項（昭和 25 年法律第 71 号による改正後）参照。1950 年の改
正前にも，株式の有償消却や持分会社の社員の退社による分配の一定額は配当
とみなされていたが，その算定は「取得するために要した金額を超過する〔部
分〕」と規定されていたのである。所得税法 5条 1項（昭和 22 年法律 27 号）
参照。
(3) 所得税法 9条 2項，15 条の 2（昭和 25 年法律第 71 号による改正後）参照。
1950 年の改正前では，配当とみなされた額は臨時配当所得として 2分の 1の







































得税化が，後に登場したカーター報告書や 1993 年のALI 報告書(7)ほど徹底
(4) シャウプ使節団『日本税制報告書（第 1編）』（1949 年）105 頁。
(5) シャウプ使節団・前掲注（4）113 頁。その帰結として，シャウプ使節団は利
益の配当に係る源泉徴収制度の廃止も勧告し，1950 年の改正で実施された。



























(7) Royal Commission on Taxation, REPORT OF THE ROYAL COMMISSION
ON TAXATION Vol.4, at 49┡70 (1966); Alvin C.Warren, FEDERAL IN-







































(12) 所得税法 5条 1項（昭和 25 年法律第 71 号による改正後）および同法 5条 1項


















（租特 37 条の 11 第 2 項）に基因して支払われた配当は，発行済株式の総数の 3
パーセント以上を所有する個人に対して支払われるものを除き，15 パーセ
ントの税率で源泉徴収されるが（租特 9条の 3第 1項），当該配当を受け取っ
(14) 国税庁『平成 27 年度分 会社標本調査』（2017 年）94 頁，114 頁では，支払配
当の合計額と（法税 23 条の対象となりうる）受取配当の合計額は，それぞれ
25,964,789 百万円と 16,402,095 百万円であると報告されている。






































財務省『平成 20 年度 税制改正の解説』（2008 年）63┡66 頁参照。
(17) 平成 27 年度分の会社標本調査によると，連結法人を除く全法人の支払配当の
合計額に占める，連結法人を除く資本金 100 億円以上の法人の支払配当の合計






















































の定義（所税 24 条 1 項，25 条 1 項）はそのまま参照されるようになっている
から，シャウプ税制の下で①に加えられた変更はなお機能し続けているとい
(19) 法人税の負担を加味しないことへの批判としては，たとえば，国枝繁樹「金融
























































たことを指摘している。財務省『平成 22 年度 税制改正の解説』（2010 年）
127 頁参照。
(22) 確定申告を行わない場合でも，みなし配当が生じた株式が特定口座で管理され

























(23) 企業情報データベースの eol を用いて，適時開示情報閲覧サービス（TDNet）
で 2017 年 12 月中に終了が報告された自己株式取得の情報を集計したところ，
66 件が該当し，その内訳は（信託会社などに委託した）市場買付が 42 件，自























まず，所税 25 条 1 項のみなし配当の取扱いについて問題とすることとし，



















から（所税 25 条 1 項 1 号），法人の消滅に伴って常に要求されるものとはいえ
ないし，適格組織再編成以外にも，自己株式取得について，金融商品取引所
の開設する市場における購入などとして行われる場合においては，配当とみ











郎「改正法人税法の解説」税経通信 8巻 9号 47 頁，50 頁（1953 年）参照。
230
の額だけ減少するし（法税令 8条 1項 5号）(28)，市場購入による自己株式取得
の場合にも，発行法人の資本金等の額の減少額は，TOBなどによる自己株
式取得であったとすれば配当とみなされていた額を含んだ対価の全額とされ


















































































































どまるという問題も指摘される。See e.g. The Department of the Treasury,
INTEGRATION OF THE INDIVIDUAL AND CORPORATE TAX SYS-

























































































































































(42) Imler v. Commissioner, 11 T.C. 836 (1948).





















(43) Richard L.Bacon, Share Redemptions by Publicly Held Companies: A New
Look at Dividend Equivalence, 26 Tax L. Rev. 283, 294┡296 (1971).
(44) 紹介として，渡辺徹也「みなし配当課税と租税回避」『企業取引と租税回避』
（中央経済社，2002 年）209 頁，227┡252 頁（初出，1996 年）参照。
(45) E.g. American Law Institute, FEDERAL INCOME TAX PROJECT SUB-
CHAPTER C: PROPOSALS OF THE AMERICAN LAW INSTITUTE ON
CORPORATE ACQUISITIONS AND DISPOSITIONS AND REPORTER'S
STUDY ON CORPORATE DISTRIBUTIONS, at 405┡407 (1982); Yin, in-
fra note 54 at 1844┡1849.
(46) 岡村・前掲注（25）374 頁。
240




















(47) I.R.C.§316（a）. なお，現在では“earnings and profits”という用語が用い
られている。
(48) Cohen, Surrey, Tarleau, ＆ Warren, A Technical Revision of the Federal
Income Tax Treatment of Corporate Distributions to Shareholders, 52
Colum. L. Rev. 1, 7 (1952).
(49) William D.Andrews, ┣Out of Its Earnings and Profits─: Some Reflections on
the Taxation of Dividends, 69 Harv. L. Rev. 1403, 1433┡1438 (1955). See
also Walter J.Blum, The Earnings and Profits Limitation on Dividend In-
come: A Reappraisal, 53 Taxes 68, 84┡86 (1975).























(50) Marvin A.Chirelstein ＆ Lawrence A.Zelenak, FEDERAL INCOME TAX-
ATION, at Sec. 2.01 Paragraph 3┡16 (Foundation Press, 12th Ed▆, 2011).
(51) David A.Weisbach, Line Drawing, Doctrine, and Efficiency in the Tax
Law, 84 Cornell L. Rev. 1627 (1998).
(52) たとえば，藤田友敬「自己株式取得と会社法〔上〕」商事法務 1615 号 4 頁，5┡
6 頁（2001 年）。
(53) 髙橋孝輔=徳永俊史「自己株式立会外買付取引の導入が配当と自社株買いの代























(54) George K.Yin, A Different Approach to the Taxation of Corporate Distribu-
tions: Theory and Implementation of a Uniform Corporate┳Level Distribu-
tions Tax, 78 Geo. L.J. 1837 (1990).
(55) Ethan Yale, Corporate Distributions Tax Reform, 29 Va. Tax Rev. 329
(2009).











う。例として，CDT（外税率 25 パーセント，内税率 20 パーセント）が実施され
ているとして，新規設立の法人Aに個人株主XおよびYがそれぞれ現金




と 260 円（XとYとの間での内訳は，それぞれ 173.3 円と 86.6 円）となり，清算
分配に係るCDTの税額と分配額はそれぞれ 55 円と 520 円（XとYとの間で





株式償還に係るCDTの税額とYが得る分配額はそれぞれ 65 円と 260 円と
なるが，清算分配に係るCDTの税額とXが得る分配額はそれぞれ 55 円と
(57) Yin, supra note 54 at 1894┡1897.
(58) X と Yは配当としてそれぞれ 216.7 円と 108.3 円を受け取り，個人所得税を
それぞれ 43.3 円と 21.7 円納める。また，清算分配によってXとYはそれぞ
れ 383.3 円と 191.7 円を受け取るが，株式取得価額がそれぞれ 200 円と 100 円
であるため，個人所得税は 36.7 円と 18.3 円となる。これらを合計すると，A
は課税後で 520 円（216.7 円と 383.3 円との合計から 43.3 円（配当課税分）
と 36.7 円（株式譲渡利益分）を控除）を持ち，Bは課税後で 260 円（108.3

























(59) この時点でAには 900 円の純資産が存在しているが，CCAの 300 円を控除し





(60) このような所得の理解については，たとえば，小塚真啓「Louis Kaplow の人











に，A社株式 1株あたり 0.15 円の剰余金の配当を受けたとする。この場合，
EEDによれば，Xは譲渡したとみなされるA社株式の数を，30 円を 3円で
































上記設例（200 円の配当によって，Xが保有するA社株式 200 株のうち 10 株の譲渡
が擬制されるもの）に則していえば，200 株のうち 100 株については 1株を 1









(62) Yale, supra note 55 at 338┡343.
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株あたりの基準価格が 1ドルのA社株式が 100 株管理され，C証券の口座では 1株あ
























が（Yale, supra note 55 at 342┡243），日本法の執行体制はその指摘の正しさ
を裏付けているといえるかもしれない。
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Ⅴ　むすびに代えて
　本稿は配当所得課税のあり方について検討を行ってきたが，上場株式以外
の株式に係る配当所得課税については，本来のあるべき形の素描さえ示すに
は至らず，現在ある形の描写を行うにとどまった。これに対して，上場株式
に係る配当所得課税については，本来のあるべき形を十分に示したとまでは
いえないが，それに到達するための道筋を示すことはできたように思われる。
これを手掛かりとして，配当所得課税についての研究を今後とも進めていく
こととしたい。
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